国民健康保険財政の予算決算状況の用語説明
〔収入に関するもの〕
○保険料
国民健康保険の被保険者である世帯主が国民健康保険事業を運営する市町村に納付する保険料をいう。国民健康保険事業に要する費用（後期高齢者支援金等及び介護納付金の納付に要する費用を含む。）に充てられる。
○国庫支出金
　　国が国民健康保険事業を運営する市町村に対し、国民健康保険事業に要する費用の一部を負担する負担金・交付金をいう。
○療養給付費等交付金
退職被保険者（原則として被用者年金の老齢又は退職年金を受けることができる、65歳未満の国民健康保険の被保険者）の保険給付に要する費用に充てるため、被用者保険（協会けんぽや健康保険組合、共済組合など企業のサラリーマンや公務員等が加入する医療保険）の保険者から拠出され、国民健康保険事業を運営する市町村に交付される交付金をいう。
○前期高齢者交付金
前期高齢者（65歳～74歳）の財政調整制度における交付金であり、この財政調整を行っている社会保険診療報酬支払基金から交付される。この財政調度は、医療保険（国民健康保険・被用者保険）の加入者にかかる保険給付費等について保険者間の前期高齢者の偏在による負担の不均衡を調整するための制度。
○府支出金
　　府（都道府県）が国民健康保険事業を運営する市町村に対し、国民健康保険事業に要する費用の一部を負担する負担金・交付金をいう。
○連合会支出金
　　大阪府国民健康保険団体連合会（当該区域の保険者が共同してその目的を達成するため必要な事業である診療報酬の審査支払業務などを行うことを目的とする公法人）が国民健康保険事業を運営する市町村に対し、収納対策等に要する費用の一部を負担するものをいう。
○共同事業交付金
　　大阪府国民健康保険団体連合会が行う高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業により交付される交付金をいう。
高額医療費共同事業は、一件80万円以上の高額な医療費の発生による国民健康保険財政の急激な影響の緩和を図るため、各市町村の国民健康保険財政からの拠出金を財源として、　府（都道府県）単位で費用負担を調整するもの。なお、調整の際に各市町村の国民健康保険財政からの拠出金に対し、府（都道府県）及び国が費用の一部を負担をしている。
保険財政共同安定化事業は、府（都道府県）内の各市町村の国民健康保険財政の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、一件30万円以上80万円未満の医療費について、各市町村の国民健康保険財政からの拠出金を財源として都道府県単位で費用負担を調整するもの。
○一般会計繰入金（法定分）
　　低所得者に対する保険料の負担軽減等のために、法令に基づき市町村が一般会計から国民健康保険特別会計に繰入れを行っている繰入金をいう。
○一般会計繰入金（法定外）
市町村独自の保険料減額や決算の補てん、保健事業等へ充てるために、市町村が一般会計から国民健康保険特別会計に繰入れを行っている繰入金をいう。
〔支出に関するもの〕
○総務費
　　国民健康保険事業の運営費に必要な一般的な事務経費をいう。
○保険給付費
　　被保険者が保険医療機関で診療を受けた際などに支払う一部自己負担金（3割等）を除いた費用を、保険者が給付（保険医療機関に支払う）するものなどをいう。
○後期高齢者医療支援金
　　75歳以上（65歳～74歳で一定の障害があると認められる方を含む）の方が加入している後期高齢者医療制度に対して拠出する支援金をいう。
○前期高齢者納付金
前期高齢者（65歳～74歳）の財政調整制度における納付金であり、この財政調整を行っている社会保険診療報酬支払基金に納付する。この財政調整制度は、医療保険（国民健康保険・被用者保険）の加入者にかかる保険給付費等について保険者間の前期高齢者の偏在による負担の不均衡を調整するための制度。
○老人保健拠出金
　　老人保健制度（75歳以上の方を対象とする医療の提供などの制度。平成20年度からは後期高齢者医療に変更し廃止）を運営している市町村に対する拠出金をいう。
　　平成19年度以前の老人保健制度における診療報酬の過誤調整（請求誤り等による調整）が行われることにより拠出金に変更が生じる。
○介護納付金
　　国民健康保険事業を運営する市町村が徴収している介護保険の第２号被保険者（40歳～64歳の方）の介護保険料（介護保険の第２号被保険者の保険料は、医療保険者が徴収）を、社会保険診療報酬支払基金に対して納付する納付金をいう。
○共同事業拠出金
　　大阪府国民健康保険団体連合会が行う高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業に対して拠出する拠出金をいう。
高額医療費共同事業は、一件80万円以上の高額な医療費の発生による国民健康保険財政の急激な影響の緩和を図るため、各市町村の国民健康保険財政からの拠出金を財源として、府（都道府県）単位で費用負担を調整するもの。なお、調整の際に各市町村の国民健康保険財政からの拠出金に対し、府（都道府県）及び国が費用の一部を負担をしている。
保険財政共同安定化事業は、府（都道府県）内の各市町村の国民健康保険財政の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、一件30万円以上80万円未満の医療費について、各市町村の国民健康保険財政からの拠出金を財源として都道府県単位で費用負担を調整するもの。
　
○保健事業費
　　国民健康保険事業を運営する市町村が、被保険者の健康の増進等のために行う保健事業（健康教育・健康相談・健康診査等）に要する費用をいう。
○直診事業繰出金
　　直診とは、国民健康保険事業を運営する市町村が保険者として、設置している国民健康保険診療施設をいい、この診療施設を運営するための繰出金をいう。
○前年度繰上充用金
会計年度経過後、その当該会計年度の歳入が歳出に対して不足する場合に、翌年度の歳入を繰り上げて当該年度に充てるもの。翌年度の歳出に、翌年度の歳入を財源として繰上充用金を計上し、当該年度(翌年度から見れば前年度)へ支出する。
